
 
 

 

 
平成 23 年２月９日 

各      位  

会 社 名 中 小 企 業 信 用 機 構 株 式 会 社
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ニッシン債権回収株式会社との資本及び業務提携の解消に関するお知らせ 

 
 
当社は、ニッシン債権回収株式会社との資本及び業務提携を平成 23 年２月２日付にて解消する

ことといたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 

 

１．資本及び業務提携の解消の理由 

   当社は、平成 21 年 12 月 11 日にニッシン債権回収株式会社との間で、資本及び業務提携に

関する基本合意書（以下、「本資本業務提携」）を締結しておりましたが、当社が平成 23 年１

月 28 日付で東京地方裁判所から民事再生手続開始の決定を受けたことから、ニッシン債権回

収株式会社は、実質的に本資本業務提携の継続は困難であると判断され、同社による平成 23

年２月２日付「中小企業信用機構株式会社との資本及び業務提携の解消に関するお知らせ」

のとおり本資本業務提携を解消されました。ニッシン債権回収株式会社の本資本業務提携の

解消に伴い、当社は本資本業務提携を解消することといたしました。 

 

２．資本及び業務提携の解消の内容等 

 （１）資本及び業務提携の解消の内容  

   本資本業務提携の実施以降、具体的な業務提携について双方で検討してまいりましたが、

現時点まで業務提携に関して特段の進捗、取引関係はございません。 

 

 （２）取得している相手方の株式の帳簿価額 

     ①株式数 普通株式 153,139 株 

     ②帳簿価額 124 百万円 ※平成 23 年１月 31 日現在 

 

 （３）相手方に取得されている株式の数及び発行済株式数に対する割合 

     株式数 普通株式 2,307,600 株（12.78％） ※平成 22 年８月 31 日現在 

     株式数 普通株式 1,438,300 株（7.96％） ※平成 23 年２月 7日現在 

株式数 普通株式 725,500 株（4.02％） ※平成 23 年２月８日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３．資本及び業務提携先の概要 

(1)名称 ニッシン債権回収株式会社 （東証マザーズ コード番号：8426） 

(2)本店所在地 東京都千代田区九段南４丁目２番 11 号  

(3)代表者の氏名 代表取締役社長 森泉 浩一 

(4)事業の内容 債権管理回収業 

(5)資本金の額 3,036 百万円 

(6)設立年月 平成 13 年７月 11 日 

(7)大株主及び特定比率 

（平成22年３月31日現在） 

 

株式会社インデックス・ホールディングス     18.0％ 

中小企業信販機構株式会社            18.0％ 

ＮＩＳグループ株式会社             14.6％ 

(8)当社と当該会社との間

の関係 

 

 

資本関係 

（平成22年 8月 31日現在）

当社はニッシン債権回収株式 153,139 株を保有しており、

同社は当社株式 2,307,600 株を保有しております。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係等 当社と当該会社との間に記載すべき取引関係はありませ

ん。 

関連当事者への該当状況 当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。 

(9)当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 20 年３月期 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 

純資産 10,555 百万円 3,701 百万円 7,238 百万円

総資産 56,717 百万円 36,709 百万円 30,719 百万円

１株当たり純資産 8,204.92 円 402.54 円 559.88 円

営業収益 27,859 百万円 13,610 百万円 11,837 百万円

営業利益 4,875 百万円 △4,006 百万円 1,709 百万円

経営利益 3,245 百万円 △6,729 百万円 40 百万円

当期純利益 1,258 百万円 △8,856 百万円 406 百万円

１株当たり当期純利益 1,157.94 円 △7,799.37 円 166.66 円

１株当たりの配当金 415 円 - -

 
４．提携解消日 

   平成 23 年２月２日 

 

５．業績への影響 

   現時点まで業務提携に関して特段の進捗、取引関係はなかったことより、本資本業務提携

の解消による当社事業への影響はありません。 

 

以上 


